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学校組織マネジメントと校長の役割 
－目標設定と人材育成－
北林　敬
東京福祉大学 社会福祉学部（池袋キャンパス）
〒171-0022 東京都豊島区南池袋2-47-8
（2017年9月21日受付、2017年12月14日受理）
抄録 : 本論考では、公立学校における組織マネジメントが具体的にどのように行われているのか、また、その際に、校長にはどのよ
うな役割があるのかを明らかにすることを目的としている。現在、公立学校においては、学校組織マネジメントが行われている。
それは、人事評価制度と連動した目標によるマネジメントである。校長が年度当初設定した目標を全教職員が自分自身の目標と
して自覚し取り組んでこそ、組織目標として達成することができる。その際、校長には2つの役割がある。第一に、その学校にとっ
て最も適切な目標を設定することである。そのためには目標設定理論に加えてPM理論も視野に入れながら、目標達成と同時に
集団の維持についても配慮しつつ目標達成まで進行管理していくことである。第二に、主幹教諭や各主任といったミドルリーダー
をはじめ若手教職員に至るまで、目標達成の過程で起こる課題を解決するために指導助言と支援を継続して人材育成を行うこと
である。
（別刷請求先 : 北林　敬）
キーワード : 目標によるマネジメント、目標設定理論、PM理論、ミドル・アップダウン・マネジメント
緒言
校長が変われば学校が変わるという言葉がある。校長
は、学校のスクールリーダーとしての権限と責任を有する
存在である。校長の職務は、学校教育法第37条において、
「校長は、校務をつかさどり、所属職員を監督する」と規定
されている。校務とは、学校におけるすべての任務を指す
が具体的にはどのような内容なのか。東京都立学校の
管理運営に関する規則第 7条には校長の職務として、
「一 学校教育の管理、所属職員の管理、学校施設の管理及
び学校事務の管理に関すること。二  所属職員の職務上及
び身分上の監督に関すること」と規定されている。すなわ
ち、学校教育の管理、所属職員の管理、学校設備の管理、
学校事務の管理の4管理と職務上の監督と身分上の監督の
2監督が学校運営上必要不可欠な職務ということができ
る。現在は、これらの校務を、生徒・保護者や地域住民、
そして、教育委員会等の、学校に関与する人たちのニーズ
に応えながら円滑かつ早急に行うことが求められている。
そのため、校務を高い水準で遂行する手段として学校にお
いて組織マネジメントが導入されている。校長には組織
マネジメントを円滑に進めて全教職員を束ねていくことが
求められている。本論考では、公立学校の校長に課せられ
ているこの組織マネジメントとは何か、具体的にどのよう
に行われているのか、その際に校長はどのような役割を果
たさなければならないのかということについて明らかにす
ることを目的としている。
学校組織マネジメント
マネジメントという言葉は「経営管理」と訳される。
Drucker （1973）は、「マネジメントの哲学とは、すなわち、
ひとりひとりの強みを引き出して、その責任範囲を広げ、
全員のビジョンと努力を同じ方向へ導き、協力体制を築
き、個と全体の目標を調和させるものである」と述べてい
る。ここで述べられている「目標を調和させる」ことが、
マネジメントを理解するうえで重要なところである。
このことを踏まえて、学校における組織マネジメントとは
どのようなものなのか、東京都教育委員会・群馬県教育委
員会・埼玉県教育委員会の3つの教育委員会を例として挙
げ、ここから学校組織マネジメントとは何か、そしてどの
ように行われているかについて共通する点を明らかにし
たい。
東京都教育委員会（2002）は、「都立学校におけるマネジ
メントサイクルの導入に向けて」において「学校経営計画と
東京福祉大学・大学院紀要 第8巻 第2号（Bulletin of Tokyo University and Graduate School of Social Welfare）　pp173-178（2018, 3）
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自己申告制度を連動させ、学校経営計画の目標を教職員の
共通目標として、一人ひとりの自己申告書の『職務目標』と
『研修・研究』に反映させ、学校組織全体としての目標達成
が可能となるよう努めなければならない。言い換えれば、
いかに学校組織全体のベクトルを同じ方向にして、取り組
めるかが、学校経営の成否の鍵となる」とマネジメントを説
明している。
群馬県教育委員会（2016）は、「県立学校用教職員人事
評価の手引き 改訂版」で、「校長は、教職員が自己目標を
設定する前に、学校教育目標や経営方針等について説明
する。その＜意義＞としては、教職員の自己目標が、学校
教育目標や経営方針と関連づけられることで、学校とし
て組織的・意図的に諸課題に取り組むことができる」と
述べている。
さらに、埼玉県教育委員会（2016）は、「県立学校職員の
教職員評価システムの手引」の中で、「『目指す学校像』
『重点目標』を実現するためには、学校が取り組むべき課題
について、学年、分掌、教科等、更には個人がどのように取
り組んでいくかを明確にすることが大切です。（中略）組織
としての学校の目標は、一人ひとりの教職員の目標につな
げ、（目標の連鎖）、それぞれの教職員の目標が達成される
ことで、『目指す学校像』、『重点目標』の実現が可能となり
ます」と述べている。
以上のとおり、学校組織マネジメントとは、校長が「学校
経営計画（東京都）」「学校教育目標や経営方針等（群馬県）」
「目指す学校像・重点目標（埼玉県）」において目標を年度当
初に教職員に提示し、教職員は、校長から提示された目標
を、各自の目標として自覚し取り組むことにより、全教職
員が組織的に取り組むこととなる。これが、学校組織マネ
ジメントであり、学校の組織目標を達成していくための
目標によるマネジメントなのである。
1都2県の例を挙げたが、それ以外の道府県等の教育委
員会においても、教員評価システムと連動するかたちで、
目標によるマネジメントが行われている。教員評価システ
ムについては、文部科学省（2010）は、「教員評価システムに
ついての取組状況について」において、平成22年4月1日
時点における47都道府県教育委員会及び19指定都市教育
委員会を対象とする調査を行っている。この調査によれ
ば、実施状況に関して調査対象となった66の教育委員会中
65の教育委員会において、すべての教育職員に対して教員
評価システムを実施しており、実施方法に関しては60の
教育委員会が業績評価を実施しているとのことであった。
文部科学省（2010）の調査における業績評価の実施率の高
さから、大多数の教育委員会において目標によるマネジメ
ントが行われていることが窺えるのである。
組織目標の浸透と定着化
目標によるマネジメントにおいて、校長は教職員にどの
ような手続きによって目標を浸透させているのであろう
か。東京都においては「自己申告制度」によって、また、
群馬県は、「教職員人事評価制度」によって、さらに、埼玉県
では、「教職員評価システム」によって、目標の浸透を図り、
組織目標として定着させ、目標の達成に向けた取り組みを
促している。すなわち、いずれも教職員の業績評価との連
動によって、目標の浸透を図っている。その一例として、
東京都教育委員会の場合を見ることにする。
東京都公立学校においては、年度当初の4月に校長は学
校経営計画の提示を行い、それに基づいて、4月～5月上旬
に各教職員が自己申告書を作成して管理職に提出する。
その後、5月中旬に当初申告に基づく面接を行い、組織目標
を各個人が自分自身の目標としているかの申告を行う。
次いで、年度途中の10月に中間申告に基づく面接を行い、
当初に設定した目標がどの程度達成されてきたのか、今後
どの程度達成されそうなのかという進捗状況について申
告し、翌年2月に最終申告に基づく面接を行い、当初に設
定した目標がどの程度達成されたのかを申告する。3月に
校長は業績評価を行って教育委員会に報告し、評価の開示
を希望する者への本人開示を行う。このような手続きの過
程で重要なところは、第一に、当初申告時に、教職員の目標
が学校経営計画で示した組織目標のどの部分と関連するの
かについて校長と教職員とが共通理解を図ることである。
第二に、中間申告時において、教職員の設定した目標の進
捗状況によっては、それを阻む要因を剔出して見える化を
図ることが必要となる。第三に、最終申告時において、
教職員の申告した目標の数値が妥当なものか否かを判断
し、教職員から出された目標達成状況を精密に審査して、
期待される水準に達していたか否かを判断することであ
る。この一連の流れによって、年度当初に校長が設定した
学校の目標は、教職員一人ひとりが組織目標として自覚し
これに取り組み全教職員の力を結集することによって達成
されていく。東京都教育委員会の場合には上記の方法に
よって、各教職員への組織目標の意識化及び、組織目標の
定着とその実現を図っている。
目標設定理論
公立学校で行われている学校組織マネジメントは、先に
東京都・群馬県・埼玉県の各教育委員会を例として挙げ
たとおり、年度初めに校長が教職員に対して目標を提示す
ることから始まる。では、目標によるマネジメントの出発
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点となる目標は具体的にどのようなものでなければなら
ないのか考察してみる。校長は、一校を預かる者として、
日本国憲法に規定された国民の権利を尊重し、かつ、教育
基本法や学校教育法などの法令を遵守するとともに、設置
者である教育委員会の基本方針をふまえ、学習指導要領に
準拠して教育課程を編成し、学校の所在地の住民にとっ
て、子どもの教育を任せられる信頼される学校教育を実現
していかなければならない。そのために、どのような目標
を設定すべきなのであろうか。多くの校長は、学校が辿っ
てきた沿革を踏まえ、生徒・保護者の希望や地域住民の期
待に応えうる目標を組織目標として提示するよう、教頭
（副校長）・主幹教諭・教諭等のすべての職位の教職員の意
見を吸い上げて目標を設定していくこととなる。同時に、
校長は学校経営に関連する研究の成果を視野に入れなが
ら目標を設定している。目標設定に資する研究は多く
存在するが、そのうちの目標設定理論とリーダーシップ
PM理論を紹介する。
まず、目標設定理論から述べる。金井（2013）は、『最新
心理学事典』の「目標設定理論」の項で、Locke and Latham 
（1984）が構築した「目標設定理論は、（中略）多数の実証研
究から次のような基本仮説が確認されてきた。特定的
（具体的）で、困難な（高い）目標は、『最善を尽くせ』という
ような容易で曖昧な目標と比べて、より高度な課題達成を
もたらす」と述べている。この目標設定理論について、
角山（1995）は、論文「モティベーション管理の理論的背景」
において、「目標設定理論は、現在わが国の企業組織で広く
普及している目標管理技法の背景をなすものであり、目標
がモティベーション改善に及ぼす効果について理論的な
裏付けを与えている」と述べている。最後に、Locke and 
Latham （1984）の言葉を紹介する。「そこで目標の原理は
こうである。具体的な目標は、あいまいなあるいは概略的
な目標にくらべて、より確実に方向づける。（中略）ある
限度内では、目標はむずかしければそれだけ、あるいは、
やりがいがあればあるほど、その結果としての成果は高く
なるということである」と述べている。ここで述べられて
いるように、目標を設定する際には、第一に、「最善を尽く
せ」とか「とことん頑張れ」等の漠然とした目標よりも、
「いつまでに」「どの程度」達成するという期間や数値目標
を示す方がより高い効果を生むという。すなわち目標の
具体性が重要であるとしている。第二に、「ある限度内で
は」という条件下において、目標は低いものよりも困難な
ものの方が高い成果を生むという。すなわち、目標の困難
度が重要であるとしている。これらのことを、校長は学校
の組織目標を設定するにあたって念頭に置かなければな
らない。
リーダーシップPM理論
次に、三隅二不二のリーダーシップPM理論（以下、PM
理論と略す）について述べる。
三隅（1983）は、「リーダーシップPM理論は、集団機能概
念によって、リーダーシップ行動の類型化を行ったもので
ある。集団行動には少なくとも、目標達成ないし課題解決
を志向した機能次元と、集団の過程維持を志向した機能
次元に区別できる。前者をPerformanceの頭文字をとって
P機能と称し、後者をMaintenanceの頭文字をとってM機
能と称した。（中略）具体的なリーダーシップ行動には、い
ずれの場合においても両次元が含まれると考えたのであ
る」と述べている。すなわち、三隅が構想したPM理論とは、
リーダーシップ行動には、目標達成を志向するパフォーマ
ンスの機能を果たすことに加えて、目標を達成する過程で
の集団維持の機能を果たすという2つの機能が存在すると
捉えたのである。そして、三隅は、図1のような、PもMも
ともに大であるPM型、Pは大であるが、Mは小であるPm型、
Mは大であるが、Pは小であるpM型、PもMも小である
pm型の、PM4類型化を行っている。
PまたはMが大であるということは、PまたはMの機能
が大きく働くことであり、PまたはMが小である場合には、
PまたはMの機能の働きが小さいことを意味している。
この4類型化に基づいて多くの調査研究を行った結果、
リーダーシップ行動における効果を発揮する順位は、PM
型、pM型、Pm型、pm型となることが明らかとなったとい
う。つまり、PM4類型における効果は、P（パフォーマンス）
機能＝目標達成機能と、M（メンテナンス）機能＝集団維持
機能との両方の機能が大きく働き、かつ、バランスよく保
たれている場合に効果があるというのである。ここから分
かることは次のことである。
図1． 三隅二不二のリーダーシップＰＭ理論 
（出典：三隅二不二（1983, p47））
Ｐはパフォーマンス行動の次元、Ｍはメンテナンス行動の次元。
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目標というものは短期間で達成できるものではなく、
目標達成に至るまでに長い期間を要する。その年月の間に
は、様々な困難や障壁が待ち受けている。したがって、
集団を維持していくことは欠くことができない条件とな
る。目標達成だけに偏ると、短期的に成果を挙げる可能性
はあるものの、長いスパンで見ると集団が疲弊してしまう
ことで組織的取組が失速する危険性がある。そうなっては
学校の組織マネジメントの目標として、よい目標だったと
いうことにはならない。学校が組織目標として掲げたもの
を、最後までやり通すことができなかった場合は、生徒・
保護者だけでなく、地域住民やその学校に関係する多くの
人々の信頼を失うこととなる。目標に着手するからには、
学校が立てた組織目標は、必ず最後までやり通して成果を
あげるまで継続していかなければならない。校長が目標の
設定にあたってPM理論なども視野に入れなければならな
いのはそのためである。
ミドル・アップダウン・マネジメント
学校組織マネジメントの出発点となる目標の設定にあ
たって、有効に機能する方法の一つとして、近年、経営学に
おいて注目されているミドル・アップダウン・マネジメン
トがある。このマネジメントは、目標設定の場面にとどま
らず、目標の達成に向けた取り組みの過程においても有効
に働くマネジメントである。
図2は、学校組織マネジメント研修のテキスト（文部科
学省 , 2004）に示されたものであるが、この説明として、
岡山県教育委員会（2011）は、「管理職から、学校のビジョン
（戦略や方向性）が提示されます。ミドルリーダーは、学校
を取り巻く内外の情報を分析し、ビジョンを実現するため
の具体的なシナリオを教職員に示します。管理職からの提
示だけでは共通理解されにくいビジョンを、教職員に浸透
させることができます。教職員の間には、教育実践の中で
蓄積された様々な情報や知恵が蓄積しています。ミドル
リーダーは、それを収集・整理し、ビジョンをよりよいも
のにするアイデア等があれば、管理職に意見具申します」
とミドル・アップダウン・マネジメントを説明している。
この説明から分かるとおり、ミドル・アップダウン・マネ
ジメントは、ミドルリーダーである主幹教諭や学年主任・
分掌主任・教科主任などの各主任が、目標達成のために大
きな役割を果たすマネジメントのことを言い、トップダウ
ンとボトムアップの欠点を補うという点で優れたマネジメ
ントである。独断型の校長にみられるトップダウンは、
迅速ではあるが、教職員に受動的な意識が蔓延しかねない。
一方、その対極にあるボトムアップでは、全員参加の対話
協議による合意形成を優先するという点で確かな目標設定
が可能となるが、早期の決定は難しく、時機を逸してしま
うおそれがある。これらに比べミドル・アップダウン・
マネジメントは、トップダウンとボトムアップの両者の
短所を補うマネジメントということができる。学校現場に
おいてミドルリーダーである主幹教諭や主任層が管理職と
教職員の結節点となり、彼らが校長のビジョンについての
教職員の意見を集約し教職員のアイデアを具申すること
で、校長と教職員との意思の疎通が図られ両者の伝達と交
流とが促進され、学校として取り組むべき目標の合意形成
が実現できる。このミドル・アップダウン・マネジメント
の成否の鍵を握るのは、言うまでもなくミドルリーダーで
ある。もし、そうしたミドルリーダーが不在である場合に
はこうした合意形成は望むべくもない。つまり、校長のも
う一つの役割は中堅教職員をミドルリーダーに育てていく
という人材育成の取り組みが必要となる。そして、校長に
よる人材育成は中堅教職員にとどまらず、若手教職員をは
じめとするすべての教職員に対して行われるべきである。
校長は、教職員に指導助言を与え支援を行うことでそれぞ
れの教職員が立てた目標の達成を促し、そこで得られた
問題解決の手法や教職員集団の協力体制の構築の経験や、
成功したという成就感や達成感を味わわせることで教職員
の成長を図っていかなければならない。
結論
多くの都道府県教育委員会及び指定都市教育委員会は、
目標によるマネジメントを人事評価制度と連動させる形で
導入しており、公立学校の校長の最も重要な職務が目標に
よるマネジメントの遂行となっている。学校の組織目標と
して掲げられた目標は、それぞれの学校にとって適正な
目標でなければならず、また、教職員が一致協力してやり
遂げられるものでなければならない。目標達成を待たずし
図2． ミドル・アップダウン・マネジメント（出典：文部科学省（2004）：
学校組織マネジメント研修テキスト. p104（6-19））
⇕ : コミュニケーションの方向
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て目標を撤回又は修正することは、生徒・保護者・地域住
民にとって学校に対する失望と不信感を生むことになるか
らである。
目標によるマネジメントは、目標を設定することから始
まるが、目標を設定して終わりというものではない。それ
は、校長の役割のひとつに過ぎない。東京都を例にとれば、
校長は、教職員一人ひとりに、年3回の自己申告書に基づ
く職務面接の機会を設け、年3回の授業観察の機会を活用
して、目標達成に取り組んでいる教職員が当面している課
題について把握し、その課題解決に向けての助言や支援を
継続して与え続けて、教職員の人材育成を図ることが校長
のもうひとつの役割に他ならない。校長が、不断に教職員
に対する人材育成を行って、目標に向かって全教職員が
一致協力して取り組むことで、目標は達成される。
本論考の最初に、校長が変われば学校が変わるという
言葉を紹介した。それは、校長が適切な目標を設定し、
その目標を一人ひとりの教職員に浸透させ、さらに、日常
的に、一人ひとりの目標達成に向けた努力を援助して教職
員の成長を促すことで、学校を変えることになる。いわば、
校長が自らに与えられた職責を果たした結果として、学校
は変わるのである。
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Abstract : This thesis aims to clarify what role the principal plays in the overall management of a public school. 
Currently, principals play an important role in the management of public schools.  Schools adopt a goal oriented system, 
where teachers are encouraged to constantly reevaluate themselves, in reference to a set of goals that are decided at the 
beginning of the school year.  In this system, the principal has two roles.  The first is to set the most appropriate targets 
for the school.  In order to do that, in addition to goal setting, principals must consider how individuals operate as a group 
while also paying attention to the PM theory.  The second is to provide teachers with training opportunities and, along with 
heads of departments and supervisors, offer guidance and advice to ensure that goals are achieved.  By playing these two 
roles, school management can function well and produce positive results.
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